
北海道告示第10356号

令和２年北海道告示第11236号（令和２年度において補助金等を交付する事務又は事業、補助対象経費、補助率等）の一部を次のとおり改正する。

令和３年３月８日

北海道知事 鈴木 直道

４を次のように改める。

補助金等を交付する事 交付申請書に添 実績報告書に添 交付申請書の提 補助金等の交

務又は事業の名称及び 補 助 対 象 者 補 助 対 象 経 費 補 助 率 等 付すべき関係書 付すべき関係書 出部数、提出期 付に関する権 摘 要

その目的又は趣旨 類 類 限及び提出先 限の委任

４ 北海道子ども・子育て 市町村 ３分の１以内 保福第１の２号様式 保福第１の２号様式 提出部数 １部 総合振興局長

支援交付金 保福第１の16号様式 保福第１の30号様式 提出期限 別に指示す 又は振興局長

子ども・子育て支援法 （寄附金その他 保福第１の18号様式 保福第１の31号様式 る日

の規定に基づき、市町村 の収入金がある 保福第１の20号様式 別に指示する様式 提 出 先 総合振興局

が実施する地域子ども・ ときは、補助金 別に指示する様式 又は振興局

子育て支援事業に対し、 等の額の算定に の保健環境

子ども・子育て支援の着 あたり、当該寄 部社会福祉

実な推進を図るため、予 附金その他の収 課

算の範囲内で交付する。 入金の控除等を

行う。）

(1) 利用者支援事業 利用者支援事業の実施に必要な経費

(2) 延長保育事業 延長保育事業の実施に必要な経費

(3) 実費徴収に係る補足 実費徴収に係る補足給付を行う事業

給付を行う事業 の実施に必要な経費

(4) 多様な事業者の参入 多様な事業者の参入促進・能力活用

促進・能力活用事業 事業の実施に必要な経費

(5) 放課後児童健全育成

事業

ア 放課後児童健全育

成事業（特定分）

(ｱ) 放課後児童健全 放課後児童健全育成事業の実施に必

育成事業 要な経費（飲食物費を除く。）

(ｲ) 放課後子ども環 放課後子ども環境整備事業の実施に

境整備事業 必要な経費

(ｳ) 放課後児童クラ 放課後児童クラブ支援事業の実施に



ブ支援事業 必要な経費

イ 放課後児童健全育

成事業（一般分）

(ｱ) 放課後児童支援 放課後児童支援員等処遇改善等事業

員等処遇改善等事 の実施に必要な経費（給料、職員手

業 当（時間外勤務手当、期末勤勉手当、

通勤手当）、共済費（社会保険料）、

賃金、委託料及び補助金）

(ｲ) 障害児受入強化 障害児受入強化推進事業の実施に必

推進事業 要な経費

(ｳ) 小規模放課後児 小規模放課後児童クラブ支援事業の

童クラブ支援事業 実施に必要な経費

(ｴ) 放課後児童クラ 放課後児童クラブにおける要支援児

ブにおける要支援 童等対応推進事業の実施に必要な経

児童等対応推進事 費

業

ウ 放課後児童健全育

成事業（その他分）

(ｱ) 放課後児童支援 放課後児童支援員キャリアアップ処

員キャリアアップ 遇改善事業の実施に必要な経費（給

処遇改善事業 料、職員手当（時間外勤務手当、期

末勤勉手当、通勤手当）、共済費（社

会保険料）、賃金、委託料及び補助

金）

(6) 子育て短期支援事業 子育て短期支援事業の実施に必要な

経費

(7) 乳児家庭全戸訪問事 乳児家庭全戸訪問事業の実施に必要

業 な経費

(8) 養育支援訪問事業 養育支援訪問事業の実施に必要な経

費

(9) 子どもを守る地域ネ 子どもを守る地域ネットワーク機能

ットワーク機能強化事 強化事業の実施に必要な経費

業

(10)地域子育て支援拠点 地域子育て支援拠点事業の実施に必

事業 要な経費



(11)一時預かり事業 一時預かり事業の実施に必要な経費

ア 一時預かり事業

(一般分)

イ 一時預かり事業

(その他分)

(12)病児保育事業 病児保育事業の実施に必要な経費

ア 病児保育事業（特

定分、一般分・事業

費）

イ 病児保育（特定分

・低所得者減免分加

算）

(13)子育て援助活動支援 子育て援助活動支援事業（ファミリ

事業（ファミリー・サ ー・サポート・センター事業）の実

ポート・センター事 施に必要な経費

業）

(14)利用者支援事業、延 新型コロナウイルス感染症対策臨時

長保育、放課後児童健 休業時特別開所支援事業等の実施に

全育成事業、子育て短 必要な経費（飲食物費を除く。）

期支援事業、乳児家庭

全戸訪問事業、養育支

援訪問事業、地域子育

て支援拠点事業、一時

預かり事業、病児保育

事業、子育て援助活動

支援事業（ファミリー

・サポート・センター

事業）（特例措置分）


